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日南市ひなた暮らし実現応援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市は、移住・定住の促進及び地域の人手不足の解消に資するため、宮崎県と共同して、

予算の範囲内において日南市ひなた暮らし実現応援事業を行うこととし、その交付について

は、宮崎県ひなた暮らし実現応援事業実施要領（令和元年７月 19日定め。以下「県要領」と

いう。）、各法令、日南市補助金等交付規則（平成 21年日南市規則第 51号）等の定めると

ころによるほか、この要綱に定めるところによるものとする。 

 

（補助対象事業） 

第２条 本要綱による日南市ひなた暮らし実現応援事業における補助対象事業は、次のとおり

とする。ただし、「宮崎県移住支援事業・マッチング支援事業実施要領」（令和元年７月 19

日定め）に基づく移住支援事業は除く。 

 (１) 就職・起業移住支援事業 

 (２) 農林漁業等就業移住支援事業 国、県、市町村及び関係機関が実施する農林漁業又は 

  医療福祉事業等の人材確保支援策を活用した者 

(３)  この要綱において、次の各項に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各項に定めるとこ

ろによる。 

  ア 東京圏 東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県をいう。 

  イ 名古屋圏 愛知県、岐阜県及び三重県をいう。 

  ウ 大阪圏 大阪府、京都府、兵庫県及び奈良県をいう。 

  エ 三大都市圏等 東京圏、名古屋圏、大阪圏又は福岡県をいう。 

 

（交付金額） 

第３条 日南市ひなた暮らし実現応援事業費補助金（以下「ひなた補助金」という。）の金額 

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

(１) ２人以上の世帯 １世帯当たり 100 万円（申請日が属する年度の４月１日時点におい

て 18歳未満の世帯員を帯同して移住する場合は 200万円とする。） 

(２) 単身世帯 30 万円 

 

（交付要件等） 

第４条 各事業の支給要件等は、次のとおりとする。 

(１) 就職・起業支援事業 

ア 県要領第４の１（１）（２）（３）（５）（６）に定める要件を満たす者 

イ （起業のみ）商店会に加入する者 

(２) 農林漁業等就業移住支援事業 

ア 県要領第４の２（１）（２）（４）（６）に定める要件を満たす者 

イ （自営での農林漁業への就業のみ）県要領別表１又は本要綱別表に定める人材確保支

援策を活用した者 
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 （交付の申請） 

第５条 ひなた補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、県要領第

４の１(８)①又は第４の２(８)①に基づき、ひなた補助金交付申請書兼実績報告書（別記様

式第１号）に次に掲げる書類を添えて、本市に転入してから１年以内の間に、市長に提出す

るものとする。（注記１） 

注記１：三大都市圏等から県内市町村に転入し、農林漁業の研修を受講した者については、

転入日は当該研修を受講するために三大都市圏等から県内市町村に住民票を移した日とし、

転入後の農林漁業研修期間については、申請期間である１年間の算定に含めない。 

 

(１) 写真付き本人確認書類（マイナンバーカード、運転免許証、旅券の写し等提示により

本人確認ができる書類）  

 (２) 本市に転入する前住所地の住民票の除票の写し（２人以上の世帯にあっては、全ての 

  世帯員のもの）。ただし、転居歴があり、除票の写しのみで確認できない場合は戸籍の附 

票の写しにより確認する。 

 (３) ひなた補助金の交付申請に関する誓約事項（別記様式第１号 別紙１） 

 (４) ひなた補助金に係る個人情報取扱いについての同意書（別記様式第１号 別紙２） 

(５) ひなた補助金の振込を希望する預金通帳又はキャッシュカードの写し等（金融機関 

名・支店名・口座種類・口座番号・店番号・名義人が分かるもの） 

(６) 移住元要件に関する書類 

ア 三大都市圏等における企業等への通勤者のみ提出が必要な書類 

・三大都市圏等で勤務していた企業等の就業証明書等（移住元での在勤地、在勤期

及び雇用保険の被保険者であったことが確認できる書類） 

イ 三大都市圏等に通勤していた法人経営者又は個人事業主のみ提出が必要な書類 

・開業届出済証明書（移住元での在勤地を確認できる書類） 

・個人事業等の納税証明書（移住元での在勤期間を確認できる書類） 

  ウ 三大都市圏等の大学等に通学し、三大都市圏等の企業等へ就職した者のみ提出が必要

な書類 

     ・卒業証明書等（在学期間や卒業校を確認できる書類） 

     ・三大都市圏等で勤務していた企業等の就業証明書等（移住元での在勤地、在勤期

間及び雇用保険の被保険者であったことを確認できる書類） 

 (７) 就業・起業移住支援事業に関する書類 

ア 就業証明書（別記様式第２－１号）（法人就業、専門人材の場合） 

イ 就業証明書（別記様式第２－２号）（テレワーク就業の場合） 

ウ 起業支援金の交付決定通知書（起業の場合） 

 (８) 農林漁業等就業移住支援事業に関する書類 

ア 就業証明書（別記様式第２－３号）（個人事業主就業の場合） 

イ 支援策活用証明書（別記様式第２－４号）（個人事業主就業の場合） 

ウ 農林漁業研修の受講証明書（別記様式第２－５号）（農林漁業研修の受講後に申請す

る者のみ） 

エ 修了証書の写し（研修機関より発行がある場合）（農林漁業研修の受講後に申請する
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者のみ） 

 

 （交付決定及び額の確定通知） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときには、その内容を審査し、ひなた補助金

の交付が適当であると認めるときはひなた補助金交付決定兼確定通知書（別記様式第３号）

により通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第７条 市長は、前条の規定によりひなた補助金の交付決定を行ったときは、交付決定を受け

た者（以下「補助対象者」という。）に対して、申請日の翌日から起算して３か月以内又は

交付決定年度の末日のいずれか早い期日までに補助金を交付するものとする。 

 

（交付決定兼確定通知書の再交付） 

第８条 補助対象者が、紛失等の理由によりひなた補助金交付決定兼確定通知書の再交付を必

要とするときは、ひなた補助金交付決定兼確定通知書再交付申請書（別記様式第４号）（以

下「再交付申請書」という。）を市長に提出するものとする。 

 

 （再交付決定及び額の確定通知） 

第９条 市長は、前条の再交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、速やかにひなた補助金交付決定兼確定通知書（再交付）（別記様式第５号）を補助対

象者に交付するものとする。 

  

 （変更等の報告） 

第 10条 補助対象者は、県要領第４の１（１）に定める要件に該当しなくなったとき、又は県

要領第４の３に定めるひなた補助金の返還要件に該当するときは、速やかに変更等報告書

（別記様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

 

 （報告及び立入調査） 

第 11 条 市長は、日南市ひなた暮らし実現応援事業の適切な実施等を確保するために必要が

あると認めるとき、又は宮崎県知事から宮崎県ひなた暮らし実現応援事業の適切な実施を確

保するため必要であると要請を受けたときは、支援対象者に対し、日南市ひなた暮らし実現

応援事業及び宮崎県ひなた暮らし実現応援事業に関する報告及び立入調査を、宮崎県知事と

共同して行うものとする。 

 

 （返還請求） 

第 12 条 市長は、ひなた補助金の交付を受けた者が県要領第４の３に定める補助金の返還要

件に該当すると認めるときは、当該補助金の交付を受けた者に対し、ひなた補助金返還請求

書（別記様式第７号）により、補助金の全額又は半額の返還を請求するものとする。ただし、

雇用企業の倒産、災害、病気等のやむを得ない事情があるものとして市長が認め、宮崎県知

事が同意した場合は、この限りではない。 
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 （その他） 

第 13 条 この要綱に定めるもののほか、ひなた補助金の交付に必要な事項は、市が宮崎県と

協議して定める。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和元年１０月２１日から施行する。 

 附 則 

１ この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 令和元年７月２２日から令和２年３月３１日までに転入した者については、以下のとおり

とする。 

（１）移住元の要件については、住民票を移す直前に、連続して５年以上県外に在住し、か

つ、住民票を移す３か月前の時点において、連続して５年以上県外事業所への通勤（雇

用者としての通勤の場合にあっては、雇用保険の被保険者としての通勤に限る。）をし

ていたこととする。 

（２）移住先の要件については、注記１を適用しない。 

 

 附 則 

１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 令和２年４月１日から令和３年３月３１日までに転入した者の移住元の要件については、

以下のとおりとする。 

 住民票を移す直前の10年間のうち、通算５年以上県外に在住し、かつ県外事務所へ通勤（雇

用者としての通勤にあっては、雇用保険料の被保険者としての通勤に限る。）するとともに（注

記１）、住民票を移す直前に連続して１年以上、県外に在住していたこと（注記２）、又は、

「宮崎県移住支援事業・マッチング支援事業実施要領」第５の１（１）①（ア）ａ及びｂの移

住元要件に該当すること。 

注記１：移住支援金申請において、住民票を移す直前に県内市町村において農林漁業の研修を

受けた者については、当該研修受講のために住民票を移す直前の10年間のうち、通算５年以

上県外に在住し、かつ、県外事業所への通勤（雇用者としての通勤の場合にあっては、雇用

保険の被保険者としての通勤に限る。）をしていたこと。 

注記２：移住支援金申請時において、住民票を移す直前に県内市町村において農林漁業の研修

を受けた者については、当該研修受講のために住民票を移す直前に連続して１年以上県外に

在住していたこと。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに転入した者については、県要領における

東京圏、名古屋圏、大阪圏又は福岡県を県外と読み替えて適用する。 

３ 令和４年４月１日から令和５年３月３１日までに転入した者への交付金額については、２

人以上の世帯の申請の場合にあっては１００万円、単身の申請の場合にあっては６０万円と
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する。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年６月 23 日から施行し、改正後の日南市ひなた暮らし実現応援事業

費補助金交付要綱の規定は、施行日以降に転入した者に適用する。 

 （読替規定） 

２ 令和５年６月 22 日以前に転入した者の各要件については、次に記載する者を除き、改正

後の県要領のとおりとする。 

(１) 就職・起業移住支援事業 

  ア 移住先に関する要件 

     県要領第４の１（１）②c 中「転入後１年以内」とあるのは「転入後３か月以上１

年以内」と読み替えるものとする。 

  イ 就職に関する要件 

   (ア) 一般の場合 

     県要領第４の１（２）１）④中「対象事業所に就職していること」とあるのは「対

象事業所に就職し、申請時において当該事業所に連続して３か月以上在職しているこ

と」と読み替えるものとする。 

   (イ) 専門人材の場合 

     県要領第４の１（２）２）②中「無期雇用契約に基づいて就業していること」とあ

るのは「無期雇用契約に基づいて就業し、申請時において連続して３か月以上在職し

ていること」と読み替えるものとする。 

  (ウ) 世帯に関する要件（世帯向けの金額を申請する場合のみ） 

     県要領第４の１（６）④中「転入後１年以内」とあるのは「転入後３か月以上１年

以内」と読み替えるものとする。 

(２) 農林漁業等就業移住支援事業 

  県要領第４の２（２）②中「個人経営事業所に就業していること」とあるのは「個

人経営事業所に就業し、申請時において当該事業所に連続して３か月以上在職してい

ること」と読み替えるものとする。 

 

   附 則（令和７年７月１日日南市告示第103号） 

１ この要綱は、公表の日から施行し、改正後の日南市ひなた暮らし実現応援事業費補助金交

付要綱の規定は令和７年４月１日から適用する。 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の様式により使用されている書類は、この

要綱による改正後の様式によるものとみなす。 

３ 令和７年３月31日以前に転入した者については、以下に記載するものを除き、改正後の県

要領のとおりとする。 

 (１)就職に関する要件 

県要領第４の１(２)③については、「就業者にとって３親等以内の親族が代表者、 

取締役などの経営を担う職務を務めている事業所への就業でないこと。」とする。 
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(２)テレワークに関する要件 

県要領第４の１(３)については、次に掲げる事項の全てに該当すること。 

（ア）所属先企業等からの命令ではなく、自己の意思により移住した場合であって、 

移住先を生活の本拠とし、移住元での業務を引き続き行うこと。 

（イ）デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ（地方創生テレワーク 

型））又はその前歴事業を活用した取組の中で、所属先企業等から当該移住者に 

資金提供されていないこと。 

 

別表 

実施主体 人材確保支援策の名称 

 農政課  農業後継者等育成支援事業 

 


